
第6回第6回

ー 再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱 ー
第15回 ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま2026）にて開催第15回 ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま2026）にて開催

環境省、農林水産省、経済産業省、福島県、郡山市、（公財）福島県産業振興センター、（国研）産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所、
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、（大）福島大学、（学）日本大学工学部、日本地熱学会、（特非）気候ネットワーク、
（公社）空気調和・衛生工学会、（公社）空気調和･衛生工学会 東北支部、（一社）建築設備技術者協会、（一社）建築設備技術者協会 東北支部、
（特非）建築設備コミッショニング協会、（一社）全国さく井協会、（一社）公共建築協会 東北地区事務局、（一社）ソーラーシステム振興協会、
（公社）日本建築家協会、（公社）日本建築士会連合会、（一社）日本建築士事務所協会連合会、（一社）日本設備設計事務所協会連合会、
（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会、（一財）ヒートポンプ蓄熱センター（順不同）

（一社）有明未利用熱利用促進研究会、中部地中熱利用促進協議会、東北 ZEB 再エネ熱促進協議会、長野県地中熱利用促進協議会、
新潟県地中熱利用促進協議会、山梨県地中熱利用推進協議会（順不同）



福 島 県 地 中 熱 協 同 組 合
〒963-0724 福島県郡山市田村町上行合字下川原102番地

【㈱福島地下開発 サテライトオフィス内】

TEL：090-6375-9706Mail：info@fukushima-geoheat.jp

【地中熱のトータルサポート】
■ 技術相談
■ 調査・設計支援
■ 施工・工事対応
■ 関連情報の提供
■ 組合員とのマッチング

福島県地中熱協同組合が
ワンストップでサポートします。

福島県で地中熱導入の
窓口をお探しですか？

【会員名簿】
● ㈱三本杉ジオテック
● ジオシステム㈱
● ㈱島工業
● 新協地水㈱
● 福島コンピューターシステム㈱
● ㈱福島地下開発
● ミサワ環境技術㈱

【賛助会員】
● ㈱土田建築設計事務所
● リンクエフ㈱

組合員の技術力とネットワークを活かし
多様なニーズに対応します
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第6回全国地中熱フォーラム シンポジウム
『再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱』

◆日時/場所：2026年10月16日（金） 13:00～15:00 ビッグパレットふくしま コンベンションホールB

◆プログラム

開会挨拶 「再エネ先駆けの地での開催にあたって ～地域組織の活動と将来ビジョン」

第6回全国地中熱フォーラム実行委員長（福島県地中熱協同組合 代表理事）須藤 明徳 氏

基調講演 「地中熱への理解醸成と公共施設への導入の模索 ～大学･公的研究機関等が普及･支援できること」

東北文化学園大学 工学部 建築環境学科 客員教授 赤井 仁志 氏（元福島大学）

パネルディスカッション 「再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱」

コーディネーター：東北文化学園大学 客員教授 赤井 仁志 氏

パネリスト：国立研究開発法人 産業技術総合研究所 再生可能エネルギー研究センター地中熱研究チーム 研究チーム長 冨樫 聡 氏

福島県 土木部 営繕課長 大和田 光将 氏

株式会社 ＩＡＯ竹田設計 土岐 達美 氏

株式会社 土田建築設計事務所 代表取締役社長 飛木 佳奈 氏

福島県地中熱協同組合 代表理事 須藤 明徳 氏

コメンテーター：日本大学 工学部 建築学科 准教授 宮城 聡 氏

特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 理事長 笹田 政克 氏



地球環境に融和し、地球資源の有効活用に貢献する

株式会社社 福島地下開発

代表取締役 須藤 明徳

【業務概要】
○ 調査部門
地質・土質調査・各種原位置試験・地下水調査
各種解析業務
ケーブル方式TCP（熱応答試験）

○ 工事部門
さく井工事・温泉掘削工事・融雪工事
（井戸洗浄・メンテナンス・揚水設備設置工事等）
地中熱システム関連工事・他

〒963-0725

福島県郡山市田村町金屋字新家１１０番地
TEL０２４－９４３－２２９８
FAX０２４－９４３－３４５３
URL http://www.ftk-44.jp
E-Mail info@ftk-44.jp
営業所：福島市・会津若松市・喜多方市

白河市・南会津町・南相馬市

株

代表取締役代表取締役

http://www.ftk-44.jp/
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http://www.ftk-44.jp/
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発表資料
※配布用資料は発表資料と一部内容が異なる場合があります



～ シンポジウム ～ 開会挨拶 １３：００～１３：０５

「再エネ先駆けの地での開催にあたって
～地域組織と将来ビジョン」

第６回 全国地中熱フォーラム実行委員長
福島県地中熱協同組合
代表理事 須藤明徳



➢2022年6月に事業協同組合として設立

➢県内において地中熱システムの計画〜調査〜設計〜施工〜メンテナンスま
で地中熱・未利用熱を活用する専門的な知見と技術を有する会員企業で
構成

➢再生可能エネルギーである地中熱システムを通じた地域貢献を目指し、

会員企業の技術の研鑽に取り組む

➢活動内容

2１．組織概要
福島県地中熱協同組合(略称：ふくしま地中熱)

（１）新しい地盤熱伝導率測定技術の適用拡大

（２）多様な地中熱交換器の適用拡大

（３）地中熱に関する情報発信

（４）組合員企業の技術力向上を図る講習会



3
２．組合員企業と組合組織図

202６年３月３１日 現在

＊下期よりゼネラルヒートポンプ工業㈱東北営業所が賛助会員に入会予定

組合組織図

☞ 正会員（７社）

☞ 賛助会員（２社）

＊例会は２か月に１回程度開催
技術委員会と総務委員会は各社１名選任

㈱三本杉ジオテック、ジオシステム㈱郡山出張所、㈱島工業、新協地水㈱、
福島コンピューターシステム㈱、㈱福島地下開発、ミサワ環境技術㈱福島営業所

㈱土田建築設計事務所、リンクエフ㈱
総 会

監 事

理事会

例 会
（運営会議）

技術委員会 総務委員会 事務局



4３．ふくしま地中熱利用情報交換フォーラム
これまでで累計１６回開催

西暦と回数 開催日 西暦と回数 開催日

2013年度 8月 発起人会によりフォーラム設立 2017年度 計２回 H29.9/4,H30.3/5

2013年度 計２回 H25.10/10,H26.1/20 2018年度 計２回 H30.8/28,H31.1/25

2014年度 計３回 H26.7/23,10/30,H27.2/4 2019年度 計１回 R1.10/15

2015年度 計２回 H27.7/14,H28.2/2
2020年度 計１回

R2.12/21（須賀川土木事務
所ZEB見学会・説明会2016年度 計３回 H28.7/12,8/26,H29.3/2

累計１６回開催



5４．ふくしま地中熱利用情報交換フォーラム
主旨・目的・共同代表制・事務局・支援先など

➢全体主旨（コンセプト）

県内の地中熱利用技術開発と事業化に向けて、関心のある県内の企業･団体が自由に参加
し、広く情報交換することができる場を提供する。

➢目 的

✓ 地中熱利用に関する最新技術を（正しく）理解すること

✓ ユーザー・企業などのそれぞれの立場で、ニーズや課題をインプットし、 強い技術に育てる
こと

✓国や県に対し、地中熱利用の効果的な支援策を促すこと

➢3名の共同代表兼アドバイザー
 （国研）再生可能エネルギー研究センター地中熱チーム 研究チーム長 内田 洋平 氏
 国立大学法人 福島大学 特任教授 赤井仁志氏
 日本大学工学部 機械工学科 教授武藤伸洋氏

➢ 事務局 ふくしま地中熱ＬＬＰ

➢ 支 援 福島県、公財）福島県産業振興センター

エネルギー・エージェンシーふくしま



2012年 ６月
文科省の地域イノベーション戦略支援プログラム
（東日本大震災復興支援型）『再生可能エネルギー
産業の集積によるふくしまの復興をめざして』採択
（公益財団法人）福島県産業振興センター

2014年 ４月
独立行政法人 産業技術総合研究所（AIST）
福島再生可能エネルギー研究所（FREA） 開所

2017年
3月 5年間の任期満了に伴い地域イノベ解散
4月 エネルギー・エージェンシーふくしま設立
７月 福島県再エネ研究会と地域イノベを統合して

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会 設立
  ※再エネ研究会は福島県商工労働部産業創出課が主体

2013年１０月 地中熱分科会入会

第１回 ふくしま地中熱利用情報交換フォーラム開催
分科会メンバーで参加

2017年 ３月
福島県地中熱利用技術開発有限責任事業組合 設立
（略称：ふくしま地中熱LLP）

202６年１０月
第15回 福島県再生可能エネルギー産業フェア
REIFふくしま２０２６ 開催 第６回 全国地中熱フォーラム

2018年 ２月
組合員による再エネ先進地ドイツ視察（地中熱関連）
Geo THERM展示会など

2022年
3月 ふくしま地中熱LLP ５年間の任期で解散
6月 福島県地中熱協同組合 設立

2013年１０月
地中熱分科会設立
ふくしま地中熱利用情報交換フォーラム開催

2023年 ７月
ふくしま地中熱・熱利用ワーキンググループ 設置
幹事会社：ミサワ環境技術㈱

再エネ・地中熱に関連する県内の主な動向 組合関係の動向

6

8月 福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会
事業化ワーキンググループ設置承認 事業化ＷＧ名：
ふくしま地中熱LLP 幹事会社：㈱福島地下開発

５．再エネ・地中熱に関連する県内の主な動向
と組合関係の動向

202５年 ４月
循環型熱利用ワーキンググループへ改変 設置
幹事会社：福島コンピューターシステム㈱

「いばらき脱炭素社会実現研究会×ふくしま地中熱」との情報交換会
2024年１２月４日 資料追記



7６．東日本大震災後、福島県に関係する
再エネ関連の政策と関係図

階 層 計画構想 位置付け

最上位 福島県総合計画 県政全体の最上位計画

復興の大枠
福島復興再生計画、
復興関連計画

原子力災害からの復興・再生を
進めるための計画。総合計画の
下で、復興分野を具体化する性格。

再エネ分野の
基本方針

福島県再生可能
エネルギー推進
ビジョン2021

県の再エネ導入促進の基本方針。
2040年頃に県内エネルギー需要
量の100％以上を再エネで生み
出す目標を掲げる。

実行計画
再生可能エネルギー
先駆けの地
アクションプラン

推進ビジョンを実行するための
当面の施策・行動計画

復興・産業
創出の国家
プロジェクト

福島イノベーション・
コースト構想

浜通り地域等で、新産業基盤を
つくる国家プロジェクト。
重点分野の一つに「エネルギー・
環境・リサイクル」がある。

新エネ実証・
モデル創出の
構想

福島新エネ社会
構想

イノベーション・コースト構想の
エネルギー分野の取組を加速し、
県全体を新エネルギー社会の
モデル拠点にする構想。

福島県総合計画

復興・産業政策、環境・エネルギー政策の大枠

福島復興再生計画など

福島イノベーション・コースト構想

エネルギー・環境・リサイクル分野

福島新エネ社会構想と連動

福島県再生可能エネルギー推進ビジョン
2021

再生可能エネルギー先駆けの地
アクションプラン
再エネ導入、産業集積、水素、
地産地消など

福島県の再エネ関連政策の関係図

福島県に関係する再エネ関連政策

＊月刊建築設備と配管工事 2026年８月増刊号 福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会
熱利用分科会の活動 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 再生可能エネルギー研究センター 地中熱研究チーム
研究チーム長 冨樫 聡 氏 （熱利用分科会 会長） 資料引用



8

☞ エネルギー・エージェンシーふくしまの目的
① 再生可能エネルギーや水素分野での福島発の新技術、新製品、新たなビジネスモデルが
次々と生み出される環境を創り出すため、再生可能エネルギー・水素に取り組む企業数、
雇用者数、生産額をトップクラスに押し上げることを目的とします。

② 企業間ネットワーキング、マッチング、海外連携、販路開拓等の支援を通じ、福島発の
新たなビジネスプロジェクトの創出を図ります。

☞ 「再生可能エネルギーの飛躍的推進」を復興の柱に
 〜 福島県の再エネ関連産集積に向けた取組 〜

福島県「再生可能エネルギー先駆けの地」アクションプラン
福島県では2040年頃を目途に、福島県内のエネルギー需要量の100％以上に相当する量の
エネルギーを再生可能エネルギーで生み出すことを目標とし、必要な施策に取り組んでいます。

福島新エネ社会構想 福島県「再生可能エネルギー先駆けの地」
アクションプラン

７．公財）福島県産業振興センター
エネルギー・エージェンシふくしまについて



9８．福島県再生可能エネルギー関連産業推進
研究会 体制（組織図）

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会
会 長 ： 北芝電気株式会社 取締役社長 安藤 秀泰 氏
副会長 ： 株式会社 クレハ 生産・技術本部 イノベーションテクノロジー部長 星 智弘 氏
副会長 ： 株式会社 東北村田製作所 代表取締役社長 川上 弘倫 氏

企画運営委員会 事務局：エネルギー・エージェンシーふくしま

分科会

太陽光

分科会長
産総研 FREA
大関 崇氏

７０６社

風 力

分科会長
産総研 FREA
嶋田 進氏

4８７社

バイオマス

分科会長
福島大学
大場 真氏

５０８社

エネルギー
ネットワーク

分科会長
産総研 FREA
児玉 安広氏

アドバイザー
日本大学教授
武藤 伸洋氏

5８６社

水 素

分科会長
産総研 FREA
難波 哲哉氏

アドバイザー
福島大学教授
大山 大氏

３７２社

熱利用

分科会長
産総研FREA
冨樫 聡氏

アドバイザー
日本大学教授
井口 史匡氏

５９社

チーム
やぶき
水素

関連産業
ＷＧ

幹事会社
㈱大和三光
製作所

㈱未来制御
８社

バイオ
水素・
ガス燃料
事業化
推進WG

幹事会社
㈱エディソン
８社

循環型
熱利用

WG

幹事会社
福島

コンピューター
システム㈱

７社

農業由来
バイオマス
ペレット
産業化

WG

幹事会社
㈱相双事業
開発
５社

事業化ＷＧ

セミナー、先進地視察、マッチング機会提供 参画企業による事業化に向けた活動支援

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会の活動体制
２０２６年４月時点 エネルギー・エージェンシーふくしま資料作成より引用
福島県地中熱協同組合は循環型熱利用WGに加入 熱利用分科会は組合員企業で加入

地産地消
の小さな
水素社会
構築WG

幹事会社
OKUNA
ＤＲＯＮＥ㈱

１８社

2025年
福島県再エネ研究会
登録会員数 1,140
県内企業 521
県外企業 ４４７
そ の 他  １７２
（大学・研究機関・団体・個人等）



計 画
基本設計
実施設計

施 工
運用・
維持管理

 施主

 デベロッパー

 コンサルタント

 設計事務所

 ゼネコン

 サブコン

建築
ニーズ
発生

建築
企画

監理

 ゼネコン

 サブコン

 地元建設会社

建築工事

電気設備工事

機械設備工事

設備運用/
維持管理/
チューニング
コミッショニング

 施主

 ビルメンテ

意匠／構造設計

電気設備設計

機械設備設計

担 当
業 者

組合の
役 割

区 分

内 容

地中熱利用の
提案

調査・設計
補助金申請のサポート

施工 メンテナンス
モニタリング

10

地中熱のトータルサポート

９．組合が提供するサービス
 将来的には組合で受注化を目指す



11

１位：北海道（932件）
  ２位：山形県（８６４件）
  ３位：千葉県（６６２件）
  ４位：青森県（５３１件）
  ５位：長野県（４６７件）
  ６位：秋田県（４６１件）
  ７位：福島県（３５５件）
  ８位：新潟県（３４０件）
  ９位：東京都（３２８件）
１０位：山口県（３００件）

２０２６年度版 環境省地中熱利用システム
パンフレットより

１０．全国における地中熱利用の普及状況



121１.本日のシンポジウム
『再エネ先駆けの地 ふくしまから発信する地中熱』

《 本日のプログラム》

13:10 ～ 13:30 基調講演 「地中熱への理解醸成と公共施設への導入模索

～大学・公的研究機関等が普及・支援できること」

東北文化学園大学 工学部 建築環境学科 客員教授（元福島大学） 赤井 仁志

13:30～15:00 パネルディスカッション 「再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱」

✓ コーディネーター：東北文化学園大学 客員教授 赤井仁志

✓ パネリスト：（国研）産業技術総合研究所 再生可能エネルギー研究センター 地中熱研究チーム

研究チーム長 冨樫 聡

福島県 土木部 営繕課長 大和田 光将

㈱ＩＡＯ竹田設計 土岐 達美

㈱土田建築設計事務所 代表取締役社長 飛木 佳奈

福島県地中熱協同組合 代表理事 須藤 明徳

✓ コメンテーター：日本大学 工学部 建築学科 准教授 宮城 聡

NPO法人 地中熱利用促進協会 理事長 笹田 政克



基調講演
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パネルディスカッション



パネルディスカッション
再エネ先駆けの地・ふくしまから
発信する地中熱
■パネリスト
産業技術総合研究所 地中熱研究チーム 研究チーム長 冨樫 聡
福島県 土木部 営繕課長 大和田 光将
株式会社ＩＡＯ竹田設計 土岐 達美
株式会社土田建築設計事務所 代表取締役社長 飛木 佳奈
福島県地中熱協同組合 代表理事 須藤 明徳

■コーディネータ
東北文化学園大学 客員教授（元･福島大学）  赤井 仁志

■コメンテータ
日本大学 工学部 建築学科 准教授                 宮城 聡
地中熱利用促進協会 理事長                       笹田 政克



1
パネルディスカッション
再エネ先駆けの地・ふくしまから
発信する地中熱

主 旨 説 明



主旨説明

 2026年は東日本大震災から15年目の節目の年
 この年に 福島県内で全国地中熱フォーラムを
開催することには たいへん意味深い

 東日本大震災の3ヶ月後の2011年6月
政府の東日本大震災復興構想会議が
『復興への提言～悲惨の中の希望～』を提示
 福島県に
再エネに関わる開かれた研究拠点を設けるとともに
再生可能エネルギー関連産業の集積を支援

➠福島県を「再生可能エネルギー先駆けの地」に

2主旨説明



主旨説明

 2019年 EUは
欧州の温室効果ガス排出を2050年までに実質ゼロ

 翌20年わが国も 2050年脱炭素社会の実現を目指す
 地中熱に焦点を当てると
日本は欧州などと比べ導入が周回遅れ

3主旨説明



4
主旨説明

 世界における地中熱ヒートポンプシステムの導入状況

日本以外は2020年“Lund and Toth”より



5
主旨説明

Lund, J. W. and Toth (2020),：Direct Utilization of Geothermal 
Energy 2020 Worldwide Review, Proceedings, WGC2020.

 国土面積当たり地中熱国土面積当たり地中熱国土面積当たり地中熱HPHPHP採熱量：トップ採熱量：トップ採熱量：トップ採熱量：トップ採熱量：トップ 10 10 と日本（と日本（282828位位位)

地中熱利用促進協会
ニュースレター
№391
2021年12月3日

スイス：
日本の152倍



主旨説明

 2019年 EUは
欧州の温室効果ガス排出を2050年までに実質ゼロ

 翌20年わが国も 2050年脱炭素社会の実現を目指す
 地中熱に焦点を当てると
日本は欧州などと比べ導入が周回遅れ

 一方で 日本国内では省エネに向けた取組が進む
 ZEBの推進
 建築物省エネ法の改正 など
 今年2月 グリーン購入法に
「地中熱利用システム」が新規追加

6主旨説明

後ほど後ほど
冨樫研究チーム長より冨樫研究チーム長より
関連事項の説明



7
主旨説明

 グリーン購入法グリーン購入法※※にににに つぎのつぎの33品目を新規追加（2026年2月3日 閣議決定）
 クリアーホルダー クリアーファイル 地中熱利用システム

※国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
https://www.env.go.jp/press/press_02550.html

 18 18 設備


18 18 18 設備設備
 地中熱利用システム
【判断の基準】
 地中熱（地下水熱を含む。）を利用する設備であり、
暖気・冷気、温水・冷水、冷媒、不凍液等によって
空気調和・給湯及び融雪を行うものであること。
地中熱設備整備に際し、地下水熱利用を行う場合は、
導入場所の地下水採取規制等を遵守の上、
適切な設計及び運用を行うこと。

【配慮事項】
① 地下水・地盤環境を継続的にモニタリング可能であること。
② 地中熱利用ヒートポンプシステムの効率（成績係数）が高いこと。
③ ライフサイクル全体における環境負荷の低減を考慮していること。

石原宏高環境大臣会見

主旨説明

地中熱設備整備に際し、地下水熱利用を行う場合は、後ほど後ほど
冨樫研究チーム長より

地下水・地盤環境を継続的にモニタリング可能であること。

冨樫研究チーム長より
関連事項の説明

https://www.env.go.jp/press/press_02550.html


主旨説明

 福島県内では 官民を問わず
多くの施設の空調設備や道路の融雪設備等に
地中熱利用システムの導入が進みつつある

 県の施設の導入状況
 福島県須賀川土木事務所
 福島県郡山合同庁舎：フォーラム会場に隣接

8主旨説明

福島県須賀川土木事務所

後ほど後ほど後ほど 飛木様と大和田営繕課長より

福島県郡山合同庁舎：フォーラム会場に隣接

後ほど後ほど後ほど 飛木様と大和田営繕課長より飛木様と大和田営繕課長より飛木様と大和田営繕課長より
関連事項の説明



主旨説明

 福島県内では 官民を問わず
多くの施設の空調設備や道路の融雪設備等に
地中熱利用システムの導入が進みつつある

 県の施設の導入状況
 福島県須賀川土木事務所
 福島県郡山合同庁舎：フォーラム会場に隣接

9主旨説明

福島県郡山合同庁舎



主旨説明

 福島県内では 官民を問わず
多くの施設の空調設備や道路の融雪設備等に
地中熱利用システムの導入が進みつつある

 国の施設の導入状況
 福島県復興祈念公園 追悼・祈念施設
 開発が進むF-REI （福島国際研究教育機構）にも期待

10主旨説明

地中熱利用システム用
冷温水配管ヘッダー



主旨説明

 公共施設への地中熱利用システムの導入
➠民間施設への普及を牽引することを念頭
 行政担当者と建築・設備設計者の連携を視野に
地中熱導入の課題やプロセスなどを
ディスカッションするシンポジウム開催

14主旨説明



主旨説明

 地中熱利用ヒートポンプの導入箇所別累計

12主旨説明

 累計設置件数  累計設置容量

環境省 『2026年度版地中熱利用システム』より

12主旨説明



主旨説明

 建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調 建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調
➠
建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調 建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調

➠➠➠空調の消費エネルギー低減は
建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調
空調の消費エネルギー低減は空調の消費エネルギー低減はZEB 
建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調建築物の消費エネルギーの一番多くを占めるのは空調

ZEB ZEB 達成の最大のカギ

13主旨説明

 環境創造イニシアチブ公表の
「ZEB リーディング·オーナー」登録

 公共施設の約3割に地中熱が導入
 民間施設では省エネ効果が
大きい建物ほど
地中熱の導入率が高い

環境共創イニシアチブによる  2025年2月末まで実績
環境省 『2026年度版地中熱利用システム』 より



パネリスト 発表資料
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地中熱・再エネ熱に関する

産総研の取組み紹介と話題提供

国立研究開発法人産業技術総合研究所

再生可能エネルギー研究センター 地中熱研究チーム

冨樫 聡

2026年10月16日
ビッグパレットふくしま コンベンションホールB

第６回 全国地中熱フォーラム

シンポジウム「再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱」
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2

産総研の概要

※2025年３月末時点。ただし、産学官・国際制度来所者等については2024年度の実績

名 が研究開発活動を実施12,322

産学官・国際制度来所者等、役員、
顧問、参与および特定フェロー

研究職 2,287 名

事務職 691 名

技術職 45 名

契約職員（ポスドク、テクニカルスタッフ等） 3,217 名

その他 5,896 名

AIST Solutions社員 186 名
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産総研の概要

■研究拠点

拠点12

産総研の概要

研究拠点

12

北海道センター

バイオものづくり

東北センター
資源循環技術

つくばセンター
中核的な研究拠点

柏センター

AIインフラ、XR、人間社会拡張

臨海副都心センター

AI・サイバーフィジカルシステム、
GX、バイオ

デジタルものづくり

福島再生可能エネルギー研究所（FREA）

再生可能エネルギー

北陸デジタルものづくりセンター

ヘルスケア九州センター

スマート製造センシング

関西センター
電池技術、
バイオ高分子・医療支援技術、

生活素材

中国センター

材料診断技術

四国センター

中部センター
機能部材
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44

敷地面積

78,000 m2

⚫ 政府の「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき2014年4月、福島県郡山市に開所

⚫ 独創的な再エネ技術を研究開発し世界に発信

⚫ 企業支援・人材育成を通じて復興支援に貢献

福島再生可能エネルギー研究所（FREA）

太陽光発電設備
定格出力350 kW

再エネに特化した我が国唯一の国立研究開発拠点

水電解評価棟

地中熱利用実験場（屋外）

風力発電設備
定格出力300 kW

水電解評価フィールド

水素実験棟

エネルギー管理棟

太陽光発電設備
定格出力：250 kW

実証フィールド
研究本館

実験別棟

スマートシステム
研究棟

研究予算（2025年度）

50.7億円

総人員

258名
※2026年7月時点。

研究職 43名（開所当時：研究職27名） 技術職 1名 事務職 18名
契約職員 77名 産学官制度来所者等 119名
20260715

2025空撮反映ver
模擬屋根モザイク処理
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産総研のミッション

MISSION

社会課題の解決と

我が国の産業競争力強化
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地中熱研究チームの産業界・行政への貢献

政策立案支援 制度設計支援

企画・提案、設計、施工、メンテナンス

ユーザー
企業・自治体

プレイヤー
企業

技術支援、事業化
伴走、新規市場創出

脱炭素経営に資する
定量化・合理化した
メリット& シナリオ

産総研
地中熱

研究チーム

サポーター

自治体・団体 冨樫・シュレスタ（2023）に一部加筆

市場を構成する全ての主体への技術的支援を果たして
「社会課題解決」と「産業競争力強化」に貢献
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産業界・行政への技術的支援に関する活動

行政支援に関する活動産業界支援に関する活動

⚫ 地域イノベーションを推進するための、地中熱・再

エネ熱利用ビジネスをおこなう企業群の形成・運営

⚫ 企業との共同研究（技術開発・実証実験）

⚫ NPO法人地中熱利用促進協会における普及促進事業

への参画

⚫ 国・地方自治体が運営する委員会への協力

⚫ 地方自治体の環境関連計画立案への助言・サポート

⚫ 地方自治体を対象とする導入判断支援技術の開発

⚫ 地方自治体における再エネ・再エネ熱・地中熱の実

態把握（全国自治体に対するアンケート調査）

地中熱 空気熱 太陽熱 雪氷熱 木質等
      熱

現研究テーマの熱源 今後統合すべき熱源

地熱／
温泉熱

削減

排

工場排熱・
未利用熱

➊熱負荷

❷熱回収
        

❺    
          

❸熱源制御

❹熱源獲得

企画提案、営業、
全体設計、配管、
電気回り等も含む

新産業創出のための連携活動：統合熱利用システムによる省エネソリューション

統合熱利用システムの要素技術❶～❺を保有する企業からなる
連合体形成。中小企業向けの省エネソリューションを創出中。

企業群と連携して事業化を目指している統合熱利用システムの模式図

基礎自治体 広域自治体

冨樫ほか，2024

Q.地中熱をご存知ですか

聞いたことはあるが、詳しくは知らない

よく知っている

おおまかには知っている

聞いたことはない

無回答

全国の知地方自治体に対する定点調査をおこない普及状況や地域課題などを把握

地方自治体全数調査（2019-2020）
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全国自治体アンケート調査（第２回：FY2025-FY2026）

近年の貴自治体におけるエネルギー・環境関連の計画策定、業務実施に影響を与えていると感じる事象はありますか。

冨樫・中山（2026）
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エレ・製造 地質調査 量子・AI計量標準
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全国自治体アンケート調査（第２回：FY2025-FY2026）

貴自治体の公共施設で実施している省エネ活動を教えてください。

冨樫・中山（2026）
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全国自治体アンケート調査（第２回：FY2025-FY2026）

貴自治体の公共施設において、今後さらなる省エネ推進のために利活用したい（興味がある）
再エネ熱等があれば教えてください。再エネ熱等があれば教えてください。

冨樫・中山（2026）
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全国自治体アンケート調査（第２回：FY2025-FY2026）

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づく「環境物品等の調達の推進に
関する基本方針」が改訂され、地中熱利用システムが新たに特定調達品目として追加されました（R/2/3閣議決定）。
これにより、地方自治体は公共施設の計画・設計時において地中熱利用システムを選択するように努力・推進するこ
とが求められます。本基本方針の改訂により、貴自治体の公共施設において地中熱利用の普及が進むとお考えですか。

冨樫・中山（2026）
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組௶௺建築設計事務所の
プ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
ਸ਼6৚ 全国地中熱フ崑ーラム（福島）
2026年10月16日 崻ッグパレットふくしま

設備設計一௻建築૒

土岐 達美
株式会社ＩＡＯ竹田設計



自己紹介

1



2
株式会社 IAO竹田設計

 土岐土岐土岐 達美
 ೣ和33年1月েま島の68ୃ(ཚ5য)
 IAO竹田設計 大ଚ本社 ਸ਼ڱ事務所所ര
 設備設計一௻建築૒
 一௻建築૒
 建築設備૒
 建築௬੼੻員ںںڷۈＡڸ
 2023年3月までଯ藤総合計઺に所ര
 2023年4月よりIAO竹田設計に所ര

自己紹介
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株式会社 ଯ藤総合計઺

 土岐土岐土岐 達美 ௚峹った੿品
৘ૂༀ(਎੃ਿ)

৘ૂༀ(大ଚਿ)

シティプラ崞(大ଚਿ)

  ഼術แ場(ཱྀவ県)

自己紹介
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株式会社 ଯ藤総合計઺ ܒ IAO竹田設計

 土岐土岐土岐 達美 ௚峹った੿品
 ৘庁舎(ਮస山県)

   再開発PJ(大ଚ府)

新社ો(大ଚਿ)

自己紹介



組௶௺建築設計事務所の
プ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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6
株式会社 IAO竹田設計

 設計঻の৭定্法ー઻ૂ੧੯
プ嵕ポー崞ル্式

技術的に高度な業務峮、ஆ自ਙのਘい業務において、
数社を੐੡し、設計঻の実績等と計઺にৌするコン崣プトを
઀੧岿峅、ଟਪ後、設計঻を決定

総合௬੼্式総合௬੼্式総合௬੼্式
入ై૞加঻の઀ંする技術等により
成果にৼ当ங度の୷౮が਋ୄলਟる業務において採用。
ఏ準஑、઀੧஑、技術঻஑がある。

੐੡଼ଥ入ై্式
੐੡৭考により成果品の品質をન৳লਟる業務

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 プ嵕ポー崞ル্式の૴島
ਏ੷水準છのഭ峩੢峩が最も੎ਏ
事業主が୦をਏ੷しているのかをජೲ的にীෲし、
઀੧を積峩上岼ていく。

建物の஄ଙ
事業主によっては建物୽Ⴜの峩にしな岿い、というਏ੷もある。

地ୠਙ
空調計઺的には最もથ効となる
井ૺ水峮๯૴水のથ૮など地ୠਙのཔ඼

協同で創り上岼る
઀੧はあくまでも઀੧であり、
基本設計、実施設計で事業主と一คに 創り上岼ることが一番大事

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 地中熱利用システム採用の進め্
地理的૖੯
ෛ᱁などの熱஫導率が高い地盤であるか
地下水が௹୕に採取লਟるのか

熱౺ਫ਼ୈછの੿成
ランニングコストがೠ減লਟるのかを建築設計঻と協議し੒઴化、
ബৌに጑めない௅િをฮく
ランニングコストがೠ減লਟるのかを建築設計঻と協議し੒઴化、

地中熱の利用্法地中熱の利用্法地中熱の利用্法
井ૺ水のઉம利用か熱ઐఌ利用かをਫ਼ୈする

 VEVE੧により空調ৌ଴面積のచ減化
イニシ嵋ルコストにより地中熱利用空調面積を調整

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 プ嵕ポー崞ルの進め্

 ഢ地ীෲ・調ਪ

 法規のチ崏ック

 あら峰る可能ਙをਫ਼ୈする

 コン崣プト峏くり

 環境設計としての઀੧

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計



10
株式会社 IAO竹田設計

 環境設計としての઀੧

 地中熱を採用する場合、熱஫導率がଐい事、
地下水が高い事などが採用૖੯に଱岼ら島る

 ਆにๆமしているഢ地峮గ盤であ島峚઀੧し峮すい

 熱応答૥ୡを行い、
設計での熱ઐఌஓ૑ਏ長岿をਫ਼઒
（和స৛の৘ૂༀは2.13W/(m・k))

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 ଓஃসணட

 環境省から地中熱井ૺ、冷凍ਃまでの配管、
自৿制౪工事費の3/ڮをଓஃসで༱岲る

 ଓஃসணட੿業は設計事務所としてもু஫うが、
઻ૂの૿当঻のௌৡが大૗

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 熱౺ਫ਼ୈછ

 地中熱利用システムと౎システムとの熱౺ਫ਼ୈを行い、
ଓஃসまで含めたイニシ嵋ルコスト、ランニングコストを
ૻຎਫ਼ୈして採用をਫ਼ୈ

 ଓஃসをਭけている場合、گ年間の追඄調ਪが૑ਏ。
、などを効率的にઞいۈۂںڷ
データーの໮積、ীෲ、੝ఒが૑ਏ

 ਃ༊設計঻としてはௌৡをਏするが、
地ૉ環境まで考岲たிભあるৌ応が૑ਏ

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計
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株式会社 IAO竹田設計

 設計フ嵕ー設計フ嵕ー設計フ嵕ー

設計フ嵕ー設計フ嵕ー
 ્୵
設計フ嵕ー設計フ嵕ー
્୵્୵STEPSTEP-STEP-1 ਭିણ৿
 プ嵕ポー崞ルに応൳・当৭

 STEPSTEP-STEP-2 基本設計
 あら峰る可能ਙから嵁ストの੧をつくる

 STEPSTEP-STEP-3 実施設計
 技術ਫ਼ୈ・௕面੿成・コスト計઺

 STEPSTEP-STEP-4 ૰理
 施工を管理する

 STEPSTEP-STEP-5 アフター崙ア
 ౥成後を見守る

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計



14
株式会社 IAO竹田設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(ઁ島県ઁ島県)

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 地中熱利用ヒートポンプと
崸イオ嵆ス嵄イラーとの
組峩合峹峅
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(和స৛県和స৛県)
 環境配慮஑ૂༀとして、地中熱利用峮෫฾লし、
クール崼ットなどを採用

 本計઺の熱౺は大規ெ಼૩を୳定する中、
エネルギーীങ஑ૂༀとしてਗ਼気、崔ス熱౺の嵁スト嵇ックス্式

 ਗ਼気熱౺については、
地盤્ਙを利用した地中熱利用ヒートポンプを採用

 崸ックアップとして空気熱ઐఌஓも設઼
⏝㏵ ᑐ㇟⣔⤫ ᶵჾ ᐜ㔞㸦෭ᡣ�ᬮᡣ㸧
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(和స৛県和స৛県)
 地中熱井ૺは、ๆ地৘થ地の๺੤場に設઼

空冷

ユニ

ット

AC 

地中熱

HP

地中熱

交換器

BTES

冷却塔

ガス吸

収冷温

水機

ビル
マル

ビル
マル

ビル
マル

執務室

小規模室

AC 

～～

小規模室

執務室エントランス

地中熱HP用

補助室外機

執務室は

中央式

（床吹き出し）

小規模

室は

個別式

エントランスに

床輻射空調用コイル

଻別空調

㸦ᗋ྿ฟࡋ㸧
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(和స৛県和స৛県)
 地中熱੩ૺの温২૗౮グラフ（最新データ）
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採熱量400MJ/hங度 採熱量300MJ/hங度

採熱量が大きい୩ୠではౝ末にかけて熱౺水温度が上ಊし、ౝ末に元の温度にರる。
熱౺ਃஓ負荷率が70%80ع%ங度の୩ୠではౝ末にかけて温度上ಊが見ら島なかった。
。ಒ਋、ౝ末の冷凍ਃ運ૡは空気熱ઐఌஓで行い、地中温度の৚୮を行うܒ
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(和స৛県和స৛県)
 ඊஷআットを利用खて૚మ空調機の外ਞを୹ஔ

地下ピット
（免震層）

AHU

AHU

AHU

AHU

執務室

執務室

地面

OA/EA
シャフト

OA/EA
シャフト

OA

EAEA
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

 採用事୻：৘ૂༀ採用事୻：৘ૂༀ(採用事୻：৘ૂༀ(和స৛県和స৛県)
 一ઃエネルギー଎ા量実ౚ

௕ 一ઃエネルギー消費量実績
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株式会社 IAO竹田設計

組௶௺建築設計事務所のプ嵕ポー崞ル઀੧ع実施設計

岾஬ല、ありがとう岾峀います。







地中熱 × ZEB ｜ 省エネ設計の検討資料

「福島県須賀川土木事務所

ふくしまZEBからカーボンニュートラルを実現する」

須賀川土木事務所:令和2年3月竣工 Nearly ZEB (一次エネルギー87%削減)

第10回カーボンニュートラル賞受賞

構造:1階RC造 2階木造(野地板、間仕切壁CLT)

延床面積:656.46㎡
3



地中熱 × ZEB ｜ 省エネ設計の検討資料ZEB ｜ 省エネ設計の検討資料
4



地中熱とは：地中の「年中ほぼ一定の温度」を使う

5

外気：夏は高温・冬は低温（変動大）

地中（深さ10m程度以深）
年間を通じてほぼ一定
≒その地域の年平均気温程度

建物
HP

地中熱交換器
（ボアホール）

冷房時

建物の熱を地中へ捨てる（外気より低温の地中に放熱）

暖房時

地中から熱を汲み上げる（外気より高温の地中から採熱）

方式

クローズドループ：熱媒を循環し熱だけ交換（主流）
オープンループ：地下水を揚水して利用（大容量向き・規制
確認要）



要旨：寒冷地の公共施設こそ地中熱の効果が出やすい

6

利 メリット 年間を通じて安定した地中温度を熱源にでき、空気熱源より高効率。積雪寒冷地の暖
房・融雪で特に有利で、ZEB達成の有力な手段になる

課 デメリット 掘削を伴うため初期費用と事前調査の負担が大きい。設計・施工できる事業者が限ら
れ、費用対効果の説明にも工夫が要る

進 普及の鍵 補助制度の計画的な活用、ハイブリッド設計によるコスト最適化、運用データの公開
と地域の担い手育成をセットで進める



国内の普及状況：東日本・寒冷地が中心

7

9,188件

地中熱利用システム累計
（2023年度末）

3,436件

うちヒートポンプ方式
（全体の37.4%）

約100件/年

地中熱HPの近年の
年間導入件数

3,436

2,342

2,293

877

240

ヒートポンプ

水循環

空気循環

熱伝導

ヒートパイプ

利用方式別の累計設置件数（2023年度末）

都道府県別では北海道932件、山形県864件が上位。戸建住宅に次いで事務所・庁舎への導入
が多い

出典：環境省「令和6年度地中熱利用状況調査」ほか



空気熱源方式との比較

8

項目 地中熱ヒートポンプ 空気熱源ヒートポンプ

初期費用 △ 高い（掘削費が加算） ◎ 安い・実績豊富

運転効率 ◎ 年間を通じて安定・高効率 ○ 外気温により変動

寒冷地の暖房 ◎ 能力低下が小さく霜取り不要 △ 低外気温で能力低下・霜取り運転

排熱・騒音 ◎ 大気への排熱なし・静か △ 室外機の排熱・騒音

設計・施工 △ 地盤調査・専門業者が必要 ◎ 標準的で容易

ZEB化への寄与 ◎ 一次エネルギー削減効果大 ○ 高効率機の採用で対応

実務上は「地中熱でベース負荷、空気熱源でピーク負荷」のハイブリッド構成が、費用と効果のバランスを取りやすい



普及に向けた4つの方策

9

1

コストを下げる

• 基礎杭・場所打ち杭を熱
交換器に兼用

• ハイブリッド化で掘削本
数を最適化

• 掘削技術の効率化・地域
業者の育成

2

制度で後押しする

• 公共施設での率先導入と
補助の継続

• 省エネ計算での適正な評
価

• 自治体計画（実行計画）
への位置付け

3

データで示す

• 導入施設の運用実績・
TRT結果の公開

• 地域ごとのポテンシャル
マップ整備

• ライフサイクルコストで
の比較提示

4

理解と担い手

• 産学官金の協議会による
情報共有

• 設計者・施工者向け研修

• 施設での見える化と環境
教育



設計実務での進め方：計画初期の判断がすべてを決める

10

基本計画

地中熱の適否を検討

周辺の地質・既存事例を確
認

調査

試掘・TRTで
有効熱伝導率を把握

基本設計

負荷分担・本数を決定
ハイブリッド構成を比較

補助申請

公募時期から逆算し
BEI・ZEB区分を確定

運用

BEMSで計測・検証
実績を公開・次案件へ

ポイント
地中熱は「後から追加」が難しい設備です。発注者（自治体）と基本計画段階で費用・効果・補助の見通しを共有し、試掘や調査費
を早めに予算化しておくことが、採用の成否を分けます。



地域の熱を、地域の施設で使う
寒冷地の公共施設こそ地中熱の価値が大きい。

コスト・制度・データ・人材をそろえ、率先導入から普及へ。

主な出典：環境省「令和6年度地中熱利用状況調査」「地中熱利用にあたってのガイドライン」／国土交通省「公共建築物（庁舎）におけるZEB事例集」／環境省エネ特ポータル（令和8
年度予算）



福島県須賀川土木事務所

ふくしま ZEBから

カーボンニュートラルを実現する

福島県須賀川
東北庁舎初

「 認証」

施設概要

所 在 地／福島県須賀川市大町 番地

建物用途／事務所等

構 造／鉄筋コンクリート造・木造 （野地板、間仕切壁）

階 数／地上２階建て

敷地面積／ ㎡

建築面積／ ㎡

延べ面積／ ㎡

発 注 者／福島県県中建設事務所

設 計 者／株式会社土田建築設計事務所

須賀川土木事務所は、県中建設事務所の出先機関として、県が管

理する国道・県道の安全確保や河川・砂防施設等の維持管理、並

びに大雨・地震等異常気象時の危機対応などを担っており、須賀

川市、鏡石町、天栄村内を管轄しています。

東日本大震災に伴う原子力災害を受けた当県は、復興に向けて「原子力

に依存しない安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」を基本理念

に掲げ、再生可能エネルギーの導入拡大とエネルギーの効率的利用によ

る「再生可能エネルギー先駆けの地」の実現を目指しています。また、

世界的な異常気象の発生などから地球温暖化に対する危機意識は高まっ

ており、二酸化炭素を始めとする温室効果ガスの排出量の削減、消費エ

ネルギーの抑制は、世界共通の重要課題となっており、当県では県民総

ぐるみで省エネルギー対策を推進しています。こうした状況を踏まえ、

日本において消費エネルギーの約３０％を占めるといわれる建築物にお

けるエネルギー使用の抑制に向け、当県では県有建築物の整備における

再生可能エネルギー導入拡大とエネルギーの効率的利用を推進するた

め、建築物整備に関する施策を 年から段階的に展開し、 年に

は モデル施設として須賀川土木事務所を整備しました。

ふくしまＺＥＢからの発信 「再エネ・省エネからＺＥＢ実現へ」

階執務室： の間仕切壁とタスク・アンビエント照明。

１ ２

事業内容

■お問い合わせ先／福島県須賀川土木事務所
〒 須賀川市大町 番地
（電話）
（ ）
（ ）

■ に関するお問い合わせ先／福島県土木部営繕課
〒 福島市杉妻町 番 号
（電話）
（ ）
（ ）

福島県土木部

平面図

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41322a/


『 』モデル施設技術等の全体概要

日射をコントロールする建物配置、自然通風を最大限活かす窓配置、高気密高断熱化によ

る熱負荷を低減する工夫をはじめ、タスク・アンビエント照明や潜熱顕熱分離空調技術な

ど、様々な省エネルギー、地中熱を利用した空調システム、太陽光発電による再生可能エ

ネルギーの導入により、ＺＥＢ化を実現しました。

東西面に採風窓を取ることにより、
中間期の自然通風を最適化

太陽光パネルの利用による創エネ

高気密高断熱化により隙間風負荷、
熱貫流負荷を削減

ライトシェルフにより最大限に
昼光を利用、夏季の日射遮蔽

ｰ 複層ガラス（内側コーティング）
により冬季の断熱性能の向上

タスク・アンビエント照明
＋昼光センサーにより
日中はアンビエント照明を調光

地中熱（ボアホール）を利用した
効率のよい熱源システム

外気は外気処理ユニット組み込み全熱交換器に
より排気と高効率に熱交換を行う
外気処理の他室内潜熱の処理も行う

床吹き出し空調により居住域
のみ効率的に空調

誘引ユニットにより室内の空気と
混合させ快適温度帯まで昇温

インバーターによる回転数制御
により、負荷に応じて流量制御

送風温度 ℃の低温送風

湿度センサー・ センサー
＋ （変風量ユニット）＋
インバーターファンによる
外気取入れ制御

室内顕熱処理用
パッケージ室内機

トップライトを通した採光と
温度差による自然換気

屋根等にＣＬＴを使用

室内顕熱処理用パッケージユニットは高顕
熱仕様とすることにより の最大化

◆ＢＥＭＳによるデータ化、見える化 ❼❾

各設備の運用データを収集・検証・課題分析することで、エネルギー消費量の傾向をつかみ、効果的な建物

運用方法を検討し、室内環境とエネルギー性能の最適化を図ることとしています。

エネルギーデータは、ロビーに設置したモニターでリアルタイムに表示し、施設利用者の環境意識の向上に

寄与しています。

◆再生可能エネルギーの導入（創エネ技術）❶

南面の屋根に設置した太陽光発電システム（ ）は、発電量の全てを自家消費して

おり、使用目的や維持管理等を勘案し、現時点では蓄電池は設置していません。

◆設備の効率化（アクティブ技術）❹❺❻❽

タスク・アンビエント照明や、温度と湿度を別プロセスで処理する潜熱顕熱分離空調機を

採用しており、温度と湿度を別々に制御するため、部屋の快適性を損なうことなくエネル

ギー消費を抑えることができます。

◆建築計画の手法（パッシブ技術）❷❸

モデル施設を整備にあたり、建築計画の手法（パッシブ技術）として、ライトシェ

ルフによる昼光の利用と夏季等の日射遮蔽を行い、トップライトを通した採光と自然換

気を採用しました。また、東西面に採風窓を取ることで中間期の自然通風の最適化を図

り、高気密高断熱化により隙間風負荷、熱貫流負荷を削減しています。窓には 複

層ガラスを採用し高断熱化を図っています。

❶ 屋上：太陽光発電パネル（ ｋ ）

2 階執務室：ライトシェルフによる昼光利用

❾ ロビー：デジタルサイネージ（ ）❺１階機械室：空調設備機械室（地中熱など）

❷ 執務室：ライトシェルフ

❸ 執務室： の野地板

❹ 地中熱：採熱管（ パイプ）

❼ サーバー室： 制御盤

❽ 執務室：床吹き出し空調

◆建築計画の手法（パッシブ技術）❷❸

モデル施設を整備にあたり、建築計画の手法（パッシブ技術）として、ライトシェ

ルフによる昼光の利用と夏季等の日射遮蔽を行い、トップライトを通した採光と自然換

気を採用しました。また、東西面に採風窓を取ることで中間期の自然通風の最適化を図

り、高気密高断熱化により隙間風負荷、熱貫流負荷を削減しています。窓には 複

層ガラスを採用し高断熱化を図っています。

◆再生可能エネルギーの導入（創エネ技術）❶

南面の屋根に設置した太陽光発電システム（ ）は、発電量の全てを自家消費して

おり、使用目的や維持管理等を勘案し、現時点では蓄電池は設置していません。

◆設備の効率化（アクティブ技術）❹❺❻❽

タスク・アンビエント照明や、温度と湿度を別プロセスで処理する潜熱顕熱分離空調機を

採用しており、温度と湿度を別々に制御するため、部屋の快適性を損なうことなくエネル

ギー消費を抑えることができギー消費を抑えることができますます。

◆ＢＥＭＳによるデータ化、見える化 ❼❾

各設備の運用データを収集・検証・課題分析することで、エネルギー消費量の傾向をつかみ、効果的な建物

運用方法を検討し、室内環境とエネルギー性能の最適化を図ることとしています。

エネルギーデータは、ロビーに設置したモニターでリアルタイムに表示し、施設利用者の環境意識の向上に

寄与しています。

❶

❷

❻

❹

❽

❺

❸
高気密高断熱化により隙間風負荷、
熱貫流負荷を削減

ｰ 複層ガラス（内側コーティング）
により冬季の断熱性能の向上

屋根等にＣＬＴを使用

トップライトを通した採光と
温度差による自然換気

東西面に採風窓を取ることにより、
中間期の自然通風を最適化

太陽光パネルの利用による創エネ❶

ライトシェルフにより最大限に
昼光を利用、夏季の日射遮蔽

❷

湿度センサー・ センサー
＋ （変風量ユニット）＋
インバーターファンによる
外気取入れ制御

室内顕熱処理用
パッケージ室内機

タスク・アンビエント照明
＋昼光センサーにより
日中はアンビエント照明を調光

インバーターによる回転数制御
により、負荷に応じて流量制御

送風温度 ℃の低温送風

地中熱（ボアホール）を利用した
効率のよい熱源システム

床吹き出し空調により居住域
のみ効率的に空調

誘引ユニットにより室内の空気と
混合させ快適温度帯まで昇温

室内顕熱処理用パッケージユニットは高顕
熱仕様とすることにより の最大化

外気は外気処理ユニット組み込み全熱交換器に
より排気と高効率に熱交換を行う
外気処理の他室内潜熱の処理も行う

『ZEB』

Nearly 
ZEB

ZEB
Ready

ZEB
Oriented

創
エ
ネ
ル
ギ
ー
率
（％
）

一次エネルギー削減率（％） （創エネ・その他含まず）

■ チャート

エネルギー消費量を ％削減

（省エネ ％、創エネ ％）

■ 評価書

❻ 執務室：タスク照明



福島県における地中熱利用の活用事例

事例１ 須賀川土木事務所
事例２ 郡山合同庁舎

福島県土木部営繕課
課長 大和田 光将



施設の位置

地図の出典：Google Map

事例１ 須賀川土木事務所

事例２ 郡山合同庁舎

★
★
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事例１ 須賀川土木事務所の施設概要

〇所在地 ：須賀川市大町３３番地
〇用途 ：事務所
〇延べ面積 :  ６５６．４６㎡
〇構造形式 ： 鉄筋コンクリート造（１階）

木造（２階）
〇竣工 :  令和２年３月

〇所在地 ：須賀川市大町３３番地
〇用途 ：事務所
〇延べ面積 :  ６５６．４６㎡
〇構造形式 ： 鉄筋コンクリート造（１階）

木造（２階）
〇竣工 :  令和２年３月

気候・地域特性（2025年度）

〇夏季 ：最高気温 37.3℃
最低気温 21.0℃

〇冬季 ：最高気温 17.2℃
最低気温 -8.7℃

気候・地域特性（2025年度）

〇夏季 ：最高気温 37.3℃
最低気温 21.0℃

〇冬季 ：最高気温 17.2℃
最低気温 -8.7℃

気象庁データより：福島県（郡山）

〇 ZEBランク
Nearly ZEB

〇 設計一次エネルギー消費量
・ ８７％削減
（省エネ５７％＋創エネ３０％）
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事例１ 活用した技術の概要

①

①

②

①地中熱利用システム
・ 地中熱配管 ７２ｍ×８本
・ 地中熱ヒートポンプチラー
・ 高顕熱型地中熱パッケージユニット
② 外気処理ユニット
（外気取り入れ制御有り）
③ 床吹き出し冷暖房
④ Low-E複層ガラス
⑤ 外皮の高気密高断熱化
⑥ 太陽光パネル（創エネ） 他

① 地中熱利用システム
・ 地中熱配管 ７２ｍ×８本
・ 地中熱ヒートポンプチラー
・ 高顕熱型地中熱パッケージユニット
② 外気処理ユニット
（外気取り入れ制御有り）
③ 床吹き出し冷暖房
④ Low-E複層ガラス
⑤ 外皮の高気密高断熱化
⑥ 太陽光パネル（創エネ） 他

⑤

③③

④

⑥

地中熱配管 チラー

パッケージユニット
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事例１ ２階執務室
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事例１ 冷暖房床吹き出し口

5



事例１ ２階サーバー室

6

BEMS制御盤



事例１ 地中熱配管（72ｍ×8本）
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事例１ １階空調機械室（地中熱ヒートポンプチラー）
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事例１ 屋上太陽光パネル（２２ｋW）
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事例１ 太陽光発電量
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事例１ 地中熱採熱量
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事例１ 設計・運用時の一次エネルギー消費量の比較

690.8

89.5

180.1

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

建築物省エネ法の

基準値

設計値 運用値

［GJ］

約８７％
削減

約７４％
削減

（R3～R7の平均）
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事例２ 郡山合同庁舎の施設概要

〇所在地 ： 郡山市南一丁目９４番地
〇 用途 ： 事務所
〇 延べ面積 :  １０,８１４．４７ ㎡
〇 構造形式 ： 免震構造（３階建て）

鉄筋コンクリート造＋
鉄骨造＋木造

〇 竣工 :  令和７年３月

〇 所在地 ： 郡山市南一丁目９４番地
〇 用途 ： 事務所
〇 延べ面積 :  １０,８１４．４７ ㎡
〇 構造形式 ： 免震構造（３階建て）

鉄筋コンクリート造＋
鉄骨造＋木造

〇 竣工 :  令和７年３月

気候・地域特性（2025年度）

〇夏季 ：最高気温 37.3℃
最低気温 21.0℃

〇冬季 ：最高気温 17.2℃
最低気温 -8.7℃

気候・地域特性（2025年度）

〇夏季 ：最高気温 37.3℃
最低気温 21.0℃

〇冬季 ：最高気温 17.2℃
最低気温 -8.7℃

気象庁データより：福島県（郡山）

〇 ZEBランク
・ ZEB Ready

〇 設計一次エネルギー消費量
・ ５９％削減
（省エネ５２％＋創エネ７％） 13



事例２ 活用した技術の概要

①地中熱利用システム
・ 地中熱配管 100ｍ×17本
・ 地中熱ヒートポンプチラー
② 外気処理ユニット
（外気取り入れ制御有り）
③ 天井・床吹き出し冷暖房
④ Low-E複層ガラス
⑤ 外皮の高気密高断熱化
⑥ 太陽光パネル+蓄電池（創エネ） 他

②
①

①地中熱利用システム
・ 地中熱配管 100ｍ×17本
・ 地中熱ヒートポンプチラー
② 外気処理ユニット
（外気取り入れ制御有り）
③ 天井・床吹き出し冷暖房
④ Low-E複層ガラス
⑤ 外皮の高気密高断熱化
⑥ 太陽光パネル+蓄電池（創エネ） 他

①①

⑦

④

⑤

⑥

①地中熱ヒートポンプチラー
⑦空冷ヒートポンプチラー
①地中熱ヒートポンプチラー
⑦空冷ヒートポンプチラー
地中熱ヒートポンプチラー

２段構成

熱源

チラー

地中熱配管

③
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事例２ １階エントランス
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事例２ １階 県中地方振興局
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事例２ 地中熱配管挿入状況（１００ｍ×１７本）
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事例２ 地中熱ヒートポンプチラー
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事例２ 地中熱ヒートポンプチラー
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事例２ 屋上太陽光パネル（１００ｋＷ）
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事例２ 太陽光発電量
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事例２ 地中熱温度
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福島県ZEBガイドライン

23

目標：新築県有建築物はZEB Ready以上

１ 目標水準と対象建築物
２ ZEB化のフロー
３ ステップごとの留意事項
４ ZEB化に必要となる技術
５ ZEB化に要するコストの試算

１ 目標水準と対象建築物
２ ZEB化のフロー
３ ステップごとの留意事項
４ ZEB化に必要となる技術
５ ZEB化に要するコストの試算



■省エネルギーや脱炭素社会の実現
原発事故があった福島で先駆的に取り組み、世界に発信するからこそ
より社会的意義がある

■県有施設のZEB
高性能・高効率の設備機器に頼る傾向が強い（設備職員が先導した）

一方、建築は時代を超えて長い間使われる
●屋根、壁、庇、建具など建築要素で工夫し、自然環境をコントロール
加えて、

●高気密高断熱＋高効率設備で開閉可（いい気候を取り込める）
→柔軟に自然環境を享受し、より快適で豊か

デザインのポイント

ローテク × ローコスト × 工夫 ＝ ハイクオリティー

ＺＥＢと建築設備



https://f-kuei.jp/

詳しくは、福島県空調衛生
工事業協会HP

空衛ふくしま 2023年7月号



1＜コンセプト＞ ふくしま地中熱としてのプロポーザル 〜
実施設計 ～ 施工 ～ 保守管理までの課題と必要な支援

＜プロポーザル＞ 自治体・設計会社からの問い合わせ
→ 導入候補地における地質・地形・水文環境より地質層序・地下水の有無・近郊の熱物性値

（C-TCPとTRT）のデータより見かけ熱伝導率などを回答
→ 組合と組合員企業による設計書作成を支援

見かけ熱伝導率分布図 ケーブルTCPの実施地点

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 地質調査総合センター
研究資料集より 福島県内４５地点＋１０地点≒５５地点

並列・ヘッダー方式計画例



2＜コンセプト＞ ふくしま地中熱としてのプロポーザル〜
実施設計～施工～保守管理までの課題と必要な支援

＜施工＞ 落札した施工会社より地中熱システムを組合員企業が請負業として支援

＜保守管理＞ 契約している管理会社から地中熱システムに関連するメンテナンス

業務を支援

＊ 写真：㈱福島地下開発 施工状況写真より



❶ 事前調査

❷ 熱伝導率調査

❸ システム設計

❹ 設置工事

❺ モニタリング

❻ データ収集・解析

❼ 評価

※ 導入候補地の地形・地質・水文環境から、より効率的な地中熱システムを企画・調査・設計・
施工・メンテまでをワンストップサービスで提供可能

ポテンシャルマップ
λ値分布図

ケーブルTCP

回転杭工法による
地中熱交換器設置
移流型熱交換器
タンク式井水熱空調
特殊形状地中熱交換器

空調熱負荷
計算ソフト

技術の統合利用 ワンストップサービスの提供

3

❽ 調整・維持管理

組合の地中熱サイクル

＊ 赤色は組合・組合員企業が開発した新技術

・ 組合の地中熱サイクル



計 画
基本設計
実施設計

施 工
運用・

維持管理

 施主

 デベロッパー

 コンサルタント

 設計事務所

 ゼネコン

 サブコン

建築
ニーズ
発生

建築
企画

監理

 ゼネコン

 サブコン

 地元建設会社

建築工事

電気設備工事

機械設備工事

設備運用/
維持管理/
チューニング
コミッショニング

 施主

 ビルメンテ

意匠／構造設計

電気設備設計

機械設備設計

担 当
業 者

組合の
役 割

区 分

内 容

地中熱利用の
提案

調査・設計
補助金申請のサポート

施工 メンテナンス
モニタリング

4

地中熱のトータルサポート

組合が提供するサービス
将来的には組合で受注化を目指す

地中熱のトータルサポート
＜今後のビジョン＞
現在、引き合いがあると組合員企業の受注斡旋を行っているが、将来的には組合が元請で
受注化できるような組織体制に変革したいが、地中熱システムの社会実装が少なく、組合への
引き合いが乏しいのが現実



第6回第6回

ー 再エネ先駆けの地ふくしまから発信する地中熱 ー
第15回 ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま2026）にて開催第15回 ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま2026）にて開催

地中熱利用促進協会　第 6回全国地中熱フォーラム　実行委員会事務局
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